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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第25期

会計期間

自平成21年
２月１日
至平成21年
４月30日

自平成20年
２月１日
至平成21年
１月31日

売上高（千円）  2,280,936 12,375,795

経常利益又は経常損失(△)（千円）  △141,854  4,327

当期純利益又は四半期純損失(△)

（千円）
 △168,355  71,631

純資産額（千円）  1,436,706 1,594,768

総資産額（千円）  5,046,012 6,062,363

１株当たり純資産額（円）  59,185.90 65,778.90

１株当たり当期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)（円）
 △6,976.162,968.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
 － －

自己資本比率（％）  28.3 26.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △295,776 602,928

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △57,480 148,380

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △159,980△562,188

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
 171,707 684,965

従業員数（人）  220 243

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等については記載してお

            りません。

        ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

        ３．第26期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式は存在しま

            すが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純

            利益については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載

            しておりません。 
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２【事業の内容】

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年４月30日現在

従業員数（人） 220 [174]

　（注）従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は、日働８時間での

        換算数を［  ］外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年４月30日現在

従業員数（人） 159 [123]

　（注）　従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は、日働８時間での換

算数を［  ］外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）仕入実績

　当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 仕入高（千円） 前年同期比（％）

卸売事業  1,041,414 －

小売事業  237,713 －

合計  1,279,128 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％）

卸売事業  1,541,818 －

小売事業  568,914 －

ライセンス事業  170,203 －

合計  2,280,936 －

　（注）　１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　　　　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

   
相手先

                 当第１四半期連結会計期間

                 （自  平成21年２月１日

                   至  平成21年４月30日）

   販売高(千円) 割合(％)

   ㈱ライトオン 360,708  15.8 
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２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(１)経営成績の分析 

    当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済状況は、米国に端を発する世界的な金融危機による株安、円高　

  の影響により企業収益は大幅に悪化する等、厳しい景況感の中で推移いたしました。

    また、当社グループが参画いたしますカジュアルウェア市場におきましても、雇用情勢の悪化や個人所得の減少

  等に伴う不安から生活防衛意識が高まり、個人消費は一段と低迷する状況が続いております。

    このような状況のもと、当社グループは、卸売事業においてジーニングカジュアル専門店及びスポーツ専門店向

  けに「RUSS-K」（ラス・ケー）ブランドを中心に積極的な販売活動に努め、また「Modern Amusement」（モダン

  アミューズメント）ブランドを中心に新しい販売チャネルとして百貨店ビジネスに参入いたしました。

    小売事業においては、店舗効率を見直し不採算店舗の閉店及び店舗改装への投資等によるスクラップ＆ビルドを

  実施し、採算性を重視した既存店舗の強化に努めました。

    ライセンス事業においては、「RUSS-K」ブランドを主体としたライセンスアイテムの拡充と新規市場開拓に努め

  ました。

    しかしながら、卸売事業及び小売事業において天候不順や低価格志向の強まりによるプロパー（正規品）販売率

  の低下等により、売上高、売上総利益は減少したものの、販売費及び一般管理費につきましては、物流センターの

  集約や不採算店舗の閉店による圧縮等により改善することができました。

    以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は2,280,936千円、営業損失は120,990千円、経常損失は

  141,854千円、四半期純損失は168,355千円となりました。 

 

(２)財政状態の分析

  （資産）

      当第１四半期連結会計期間末における総資産は5,046,012千円となり、前連結会計年度末に比べ1,016,350千円

    減少いたしました。この主な要因は、たな卸資産が160,634千円増加したものの、現金及び預金が513,258千円、

    受取手形及び売掛金が526,427千円減少したこと等によるものです。

  （負債）      

      当第１四半期連結会計期間末における負債は3,609,306千円となり、前連結会計年度末に比べ858,288千円減少

    いたしました。この主な要因は、短期借入金が17,000千円増加したものの、支払手形及び買掛金が95,350千円、

    １年内返済予定の長期借入金が162,996千円、未払金が454,855千円減少したこと等によるものです。

  （純資産）     

      当第１四半期連結会計期間末の純資産は1,436,706千円となり、前連結会計年度末と比べ158,062千円減少いた

    しました。この主な要因は、四半期純損失168,355千円の計上による利益剰余金の減少によるものです。　

 

(３)キャッシュ・フローの状況

    当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

  比べ513,258千円減少し、171,707千円となりました。

    なお、各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）      

      営業活動の結果使用した資金は、295,776千円となりました。これは主に、売上債権の減少額が518,988千円が

    あったものの、税金等調整前四半期純損失が161,085千円計上され、たな卸資産の増加額が161,569千円、未払金

    の減少額が436,741千円あったこと等によるものであります。

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

      投資活動の結果使用した資金は、57,480千円となりました。これは主に、店舗等閉鎖に伴う敷金及び保証金の

    回収による収入が38,186千円あったものの、有形固定資産の取得による支出が64,726千円、無形固定資産の取得

    による支出が25,000千円あったこと等によるものであります。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

      財務活動の結果使用した資金は、159,980千円となりました。これは主に、短期借入による収入が100,000千円

    あったものの、長期借入金の返済による支出が274,660千円あったこと等によるものであります。 

 

(４)対処すべき課題

    当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(５)研究開発活動
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    該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

  当第1四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

 　

  当第1四半期連結会計期間において、事業所の閉鎖に伴い以下の設備を除却致しました。 

　　提出会社　　

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

除却年月
従業員数
（名）

SG福岡店

（福岡市中央区）(注)
店舗（小売)  － 平成21年2月 －

BSM長柄店

（千葉県長生郡長柄町）(注)
店舗（小売)  － 平成21年2月 －

大阪営業所

（大阪市中央区）(注)
営業所（卸売）  － 平成21年2月 －

LW垂水高丸店

（神戸市垂水区）(注)
店舗（小売）  － 平成21年3月 －

合計  －  －              －

　

 

 　　　　　国内子会社　パイオニアトレーディング㈱

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

除却等の予定年月
従業員数
（名） 

Indio本厚木店

（神奈川県厚木市）（注） 
店舗（小売） － 平成21年4月 －

　（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３  期末帳簿価額については、減損処理済みのため記載を省略しております。 

４　各店舗の略称は以下のとおりであります。 

＜アウトレット主体の店舗＞

BSM：ベイストックマーケット

＜当季品主体の店舗＞
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LW：ロングウォール

SG：S・Gアイランド

Indio：インディオ 

  

  

（２）設備の新設、除却等の計画

  当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。

  なお、新たに確定した重要な設備の除却の計画は以下のとおりであります。

    提出会社

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

除却等の予定年月

LW札幌伏古店

（札幌市東区）
店舗（小売） 412 平成21年8月 

LW入間店

（埼玉県入間市）
店舗（小売） 412 平成21年10月 

  合計 824 －

 

   国内子会社　パイオニアトレーディング㈱

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

除却等の予定年月

Indio池袋メトロポリタン店

（東京都豊島区）(注)
店舗（小売） － 平成21年8月 

(注)　期末帳簿価額については、減損処理済みのため記載を省略しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000

計 70,000

 

②【発行済株式】

種類
 第１四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成21年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 24,715 24,715ジャスダック証券取引所

 当社は単元株制

 度は採用してお

 りません。

計 24,715 24,715 ― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

         会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

       平成19年４月25日開催の定時株主総会決議 

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数（個） 310（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 310

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間
平成21年５月１日から

平成24年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　122,640

資本組入額　　61,320

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には取締役会の決議による承

認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）５

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

            なお、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（株

            式無償割当てを含む。株式分割の記載につき以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与

            株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新

            株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

 

              調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

 

            また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める付

            与株式数の調整を行う。 

  （注）２　新株予約権の行使時の払込金額

            新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により算定される、新株予約権を行使することによ

            り交付を受けることができる株式１株当たりの出資金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じ

            た金額とする。

            行使価額は、新株予約権の募集事項を定める取締役会決議の日の属する月の前月の各日（取引が成立してい

ない日を除く。）におけるジャスダック証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値または新株予

約権の募集事項を定める取締役会決議の日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値

（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）のうちいずれか高い方に1.05を乗じた金額とし、ま

た、１円未満の端数は切り上げる。

なお、割当日後、当社が時価を下回る価額による新株式の発行を行う場合または自己株式を処分する場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換または当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たり出資金額

時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

 

（上記算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」と読み替えるものと

する。）

また、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

EDINET提出書類

株式会社クリムゾン(E02960)

四半期報告書

10/32



 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

さらに、上記の他、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と

認める行使価額の調整を行う。

　（注）３　権利行使の条件は、次のとおりであります。

①　付与日（平成19年４月27日）から権利確定日（平成21年４月30日）まで継続して勤務していること

②　対象者は関係会社を含む当社グループの取締役または従業員の地位の喪失（死亡した場合を含む）した

場合には、新株予約権は失効する。

  （注）４　組織再編成行為に伴う交付に関する事項

            当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

            （以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時

            点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

            合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。

            ）の場合においては、残存新株予約権を以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

            吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定

            めた場合に限るものとする。 

            イ  交付する再編成対象会社の新株予約権の数

                残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

            ロ  新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

                再編成対象会社の普通株式とする。

            ハ  新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

                組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

            ニ  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

                交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上

                調整して得られる再編成後払込金額に上記ハに従って決定される当該新株予約権の目的である株式の

数

                を乗じて得られる金額とする。

            ホ  新株予約権を行使することができる期間

                上表の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表の新株予約権

                を行使できる期間の満了日までとする。

            ヘ  譲渡による新株予約権の取得の制限

                譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を必要とする。

            ト  新株予約権の取得の条件

                下記（注）５に準じて決定する。  

  （注）５　新株予約権の取得条項に関する事項

            下記に掲げる議案が株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた

            場合）は、当社取締役会が別に定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

            ①  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

            ②  当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

            ③  当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案若しくは株式移転計画承認の議案 
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

  平成21年２月１日～

  平成21年４月30日 
 －  24,715  －  996,650 －  1,262,690

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

で、直前の基準日である平成21年１月31日現在で記載しております。 

①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　平成21年１月31日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

　普通株式　　　 582 
 －  －

 完全議決権株式（その他）   普通株式　  24,133           24,133  －

 発行済株式総数               24,715  －  －

 総株主の議決権  －           24,133  －

 （注）完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株及びそれに係る議決権の数

　　　 １個が含まれております。

 

②【自己株式等】                                                              　 平成21年１月31日現在

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
 自己名義所有

 株式数（株）

 他人名義所有

 株式数（株） 

 所有株式数の

 合計（株） 

 発行済株式総数

 に対する所有株

 式数の割合（％） 

（自己保有株式）

 株式会社クリムゾン 

 東京都墨田区

 亀沢４－17－17
582  － 582 2.35

 計  － 582  － 582 2.35

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年２月 ３月 ４月

最高（円） 28,610 30,000 27,990

最低（円） 23,110 18,000 24,800

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

  なお、当第１四半期連結会計期間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）から「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平

成21年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、かがやき監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社クリムゾン(E02960)

四半期報告書

15/32



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 192,107

※2
 705,365

受取手形及び売掛金 ※3
 1,545,962

※3
 2,072,389

たな卸資産 ※4
 803,934

※4
 643,300

その他 354,011 502,128

貸倒引当金 △4,598 △8,734

流動資産合計 2,891,417 3,914,449

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 359,772

※1, ※2
 347,340

土地 ※2
 132,216

※2
 132,216

建設仮勘定 － 102,075

その他（純額） ※1
 47,183

※1
 29,679

有形固定資産合計 539,172 611,312

無形固定資産 183,244 100,793

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,101,290 1,125,047

その他 373,752 346,725

貸倒引当金 △42,865 △35,965

投資その他の資産合計 1,432,178 1,435,808

固定資産合計 2,154,595 2,147,914

資産合計 5,046,012 6,062,363

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,226,665 1,322,015

短期借入金 ※2
 702,000

※2
 685,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 570,439

※2
 733,435

未払金 344,603 799,459

未払法人税等 11,187 41,616

引当金 7,491 9,568

その他 149,269 262,932

流動負債合計 3,011,656 3,854,027

固定負債

長期借入金 ※2
 531,105

※2
 545,089

繰延税金負債 498 442

その他 66,046 68,036

固定負債合計 597,650 613,568

負債合計 3,609,306 4,467,595
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 996,650 996,650

資本剰余金 1,262,690 1,262,690

利益剰余金 △735,596 △567,240

自己株式 △81,809 △81,809

株主資本合計 1,441,934 1,610,290

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,268 △3,827

為替換算調整勘定 △8,333 △19,020

評価・換算差額等合計 △13,601 △22,848

新株予約権 8,372 7,326

純資産合計 1,436,706 1,594,768

負債純資産合計 5,046,012 6,062,363
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

売上高 2,280,936

売上原価 1,115,481

売上総利益 1,165,454

販売費及び一般管理費 ※
 1,286,444

営業損失（△） △120,990

営業外収益

受取利息 53

為替差益 5,879

その他 1,788

営業外収益合計 7,721

営業外費用

支払利息 8,603

持分法による投資損失 4,007

貸倒引当金繰入額 9,262

その他 6,711

営業外費用合計 28,585

経常損失（△） △141,854

特別利益

固定資産売却益 53

貸倒引当金戻入額 4,212

特別利益合計 4,265

特別損失

固定資産除却損 8,489

訴訟関連損失 14,638

その他 368

特別損失合計 23,496

税金等調整前四半期純損失（△） △161,085

法人税、住民税及び事業税 7,269

法人税等合計 7,269

四半期純損失（△） △168,355
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △161,085

減価償却費 16,593

無形固定資産償却費 10,048

長期前払費用償却額 1,465

訴訟関連損失 14,638

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,140

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,077

受取利息及び受取配当金 △53

支払利息 8,603

為替差損益（△は益） △6,897

持分法による投資損益（△は益） 4,007

有形固定資産売却損益（△は益） △53

有形固定資産除却損 8,489

売上債権の増減額（△は増加） 518,988

たな卸資産の増減額（△は増加） △161,569

仕入債務の増減額（△は減少） △95,350

未払金の増減額（△は減少） △436,741

その他 15,768

小計 △260,083

利息及び配当金の受取額 33

利息の支払額 △6,944

法人税等の支払額 △28,782

営業活動によるキャッシュ・フロー △295,776

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △64,726

有形固定資産の売却による収入 1,544

無形固定資産の取得による支出 △25,000

投資有価証券の取得による支出 △299

貸付けによる支出 △4,714

貸付金の回収による収入 99

敷金及び保証金の差入による支出 △481

敷金及び保証金の回収による収入 38,186

その他 △2,089

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,480
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000

短期借入金の返済による支出 △83,000

長期借入れによる収入 97,680

長期借入金の返済による支出 △274,660

財務活動によるキャッシュ・フロー △159,980

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △513,258

現金及び現金同等物の期首残高 684,965

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 171,707
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 ①棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

    「棚卸資産の評価に関する会計基準」

  （企業会計基準委員会  平成18年７月５

  日  企業会計基準第９号）を当第１四半

  期連結会計期間から適用し、評価基準に

  ついては原価法から原価法（収益性の低

  下による簿価切下げの方法）に変更して

  おります。

    なお、この変更による損益に与える影

  響はありません。

 

②リース取引に関する会計基準の適用

    所有権移転外ファイナンス・リース取

  引については、従来、賃貸借取引に係る

  方法に準じた会計処理によっておりまし

  たが、「リース取引に関する会計基準」

  （企業会計基準第13号（平成５年６月17

  日（企業会計審議会第一部会）、平成19

  年３月30日改正））及び「リース取引に

  関する会計基準の適用指針」（企業会計

  基準適用指針第16号（平成６年１月18日

  （日本公認会計士協会  会計制度委員会

  ）、平成19年３月30日改正））が平成20

  年４月１日以後開始する連結会計年度に

  係る四半期連結財務諸表から適用するこ

  とができるようになったことに伴い、当

  第１四半期連結会計期間からこれらの会

  計基準等を適用し、通常の売買取引に係

  る会計処理によっております。また、所

  有権移転外ファイナンス・リース取引に

  係るリース資産の減価償却の方法につい

  ては、リース期間を耐用年数とし、残存

  価額を零とする定額法を採用しておりま

  す。

    この変更による損益に与える影響はあ

  りません。

    なお、リース取引開始日が適用初年度

  前の所有権移転外ファイナンス・リース

  取引については、通常の賃貸借取引に係

  る方法に準じた会計処理によっておりま

  す。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法   当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法   当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によってお

ります。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

   該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年４月30日）

前連結会計年度末
（平成21年１月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、572,543千円で

      あります。

　　 

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　　定期預金　　　　　　　　　　 20,400千円

　　　建物及び構築物　　　　　　　123,966

　　　土地 　　　　　　　　　　　 132,216       

      計　　　　　　　　　　　　　276,583

 　　 担保付債務は次のとおりであります。

　　　短期借入金                  240,000千円

　　　１年内返済予定の長期借入金   18,128

　　　長期借入金                   66,460     　　　　　　　　　

　　　

　　　計　　　　　                324,588

※３　受取手形割引高　　　　　　　150,358千円

※４　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　　　商品及び製品　　　　　　　　798,517千円

　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　  5,417   　

      計　　　　　　　　　　　　　803,934 

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、600,139千円で

      あります。

 

※２　担保資産及び担保付債権

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　　定期預金　　 　　　　　　　　　20,400千円

　　　建物及び構築物　　　　　　　　113,549

      土地　　　　　　　　　　　　　110,216        

      計　　　　　　　　　　　　　　244,165

      担保付債務は次のとおりであります。

　　　短期借入金　　　　　　　　　　140,000千円

　　　１年内返済予定の長期借入金　　 20,648

　　　長期借入金　　　　　　　　　　 70,432     　　　　

　　　計　　　　　　　　　　　　　　231,808　　　　

※３　受取手形割引高　　　　　　　　187,158千円

※４　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　　　商品及び製品　　　　　　　　　637,882千円

　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　  5,417    

 　　 計                            643,300

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

    は次のとおりであります。 

　　  賃借料　　　　　　　　　　　   249,270千円

　　  給与手当　　　　　　　　　　   238,586

      広告販促費　　　　　　　　　   236,635

      ロイヤルティ使用料　　　　　    98,562 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　　

　　対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　(平成21年４月30日現在)

　　現金及び預金勘定　　　　　　　　　　192,107千円

　　預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 △20,400 

    現金及び現金同等物　　　　　　　　　171,707 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年４月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年２月１日　至

平成21年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　　　24,715株 

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　　　　　　   582株 

 

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　  新株予約権の当第１四半期連結会計期間末残高　　　提出会社(親会社)　8,372千円　

 　 (注)平成19年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

 

４．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

　(２)基準日が当第１四半期連結会計期間までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

      会計期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

　　当社グループは、所有権及び使用権を有するブランドのアパレル繊維商品(主にカジュアルウェア)

　　に関連する事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。  

 

 

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日)

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係）

  当第１四半期連結会計期間末（平成21年４月30日）

    前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められませんので、有価証券関係の注記を省略しております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

  当第１四半期連結会計期間末（平成21年４月30日）

    当社グループは、当第１四半期連結会計期間においてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当

  事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日）

  ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

  販売費及び一般管理費    1,046千円  
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年４月30日）

前連結会計年度末
（平成21年１月31日）

１株当たり純資産額 59,185.90円 １株当たり純資産額 65,778.90円

 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

１株当たり四半期純損失（△）　　　　　△6,976.16円　　　　　　

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額      

四半期純損失（△）（千円）  △168,355

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △168,355

期中平均株式数（株）  24,133

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で

、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

 －
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

１．パイオニアトレーディング株式会社の吸収合併に関する事項

   当社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、平成21年７月10日を効力発生日として、当社100％連結

 子会社であるパイオニアトレーディング株式会社を吸収合併することを決議いたしました。

 　(１)当該吸収合併の目的

　　     当社が行っております小売事業において、営業エリアと業務内容が重複する当該子会社を吸収合併する

       ことにより、経営資源の集中と経営の効率化を図ることを目的として、当該合併を実施することといたし

       ました。

  

   (２)当該吸収合併の相手会社

　　     パイオニアトレーディング株式会社 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

   (３)吸収合併の方法及び合併後の会社の名称

　　　 ①当該合併は、当社においては会社法第796条第３項に定める簡易合併により、パイオニアトレーディング

　　　　 株式会社においては会社法第784条第１項に定める略式合併により、株主総会の承認決議を経ずに行うも　　　　　　　　

　　　　 のであります。 

 

 　　  ②合併後の会社の名称

　　　　 株式会社クリムゾン 

 

   (４)合併比率、合併交付金の額、合併により発行する株式の種類、引き継ぐ資産・負債の額 

　　　 ①合併比率

         パイオニアトレーディング株式会社は当社の完全子会社であるため、本件合併による新株式の発行及び

         資本金の増加はありません。

 

　　　 ②合併交付金

 　　 　 合併交付金の支払いはありません。

 

　　　 ③合併により発行する株式の種類及び数

 　　 　 株式の発行はありません。

 

　　 　④増加すべき資本等の額

 　　 　 資本金及び資本準備金の増加はありません。

 

　　 　⑤引き継ぐ資産・負債・純資産の額

　　　 　未定 

 

   (５)直近期に終了したパイオニアトレーディング株式会社の事業年度の売上高、当期純損失、資産・負債及び

　　　 純資産の額 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

 
（第37期）

平成21年１月期

売上高 1,672,984千円 

当期純損失 275,443千円 

資産の額 1,221,876千円 

負債の額 1,137,335千円 

純資産の額 84,540千円 

従業員数 63名 
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

   (６)合併の時期

　　　 合併予定日（効力発生日）　平成21年７月10日 

 

   (７)その他の重要な事項

　　　 合併契約締結日　　　　　　平成21年５月29日 

 

２．子会社設立に関する事項

   当社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、中国における子会社の設立に関して下記のとおり決議い

 たしました。

   なお、社名を含めた各項目はいずれも予定のものであり、正式決定されたものではありません。

 

   (１)設立の理由

　　　   中国における国内販売を中心とした極東アジア地域への当社ブランド商品の販売（卸売り、小売り）を

       目的とし設立するものであります。

    

   (２)子会社の商号、所在地、代表者の氏名、設立年月日、事業の内容、事業の規模、事業年度末及び株主構成

       割合、所有割合の内容 

商号
 可麗美（北京）貿易有限公司（仮称）

 （Crymson（Beijing）Trading co.,Ltd.）

本店の所在地  中華人民共和国北京市順義区

代表者の氏名  董事長　兼　総経理　姚健（yaojian）

設立年月日　  平成21年６月（予定）

事業の内容  衣料品販売

資本金額  10,000千円

事業年度末  12月31日

株主構成及び所有割合  株式会社クリムゾン 100％

  

 

EDINET提出書類

株式会社クリムゾン(E02960)

四半期報告書

29/32



（リース取引関係）

  当第１四半期連結会計期間末（平成21年４月30日）

    前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められませんので、リース取引関係の注記を省略しております。 

 

 

２【その他】

  該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年６月12日

株式会社クリムゾン

取締役会　御中
 

かがやき監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 生明　  真　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　良明　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリムゾン

の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21

年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリムゾン及び連結子会社の平成21年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、平成21年７月10日を効力発生

    日として、連結子会社であるパイオニアトレーディング株式会社を吸収合併することを決議している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、中国における子会社の設立を

    決議している。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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